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法 232 条の 2 に加え、A府交付規則、A府要綱に基づいて行われたと認め







































































































庁の訴訟参加（23 条）、職権証拠調べ（24 条）、判決の拘束力（行訴法 33 条
1 項）などが適用・準用される。























































ると思われる。例えば、福岡高判昭和 56 年 7 月 28 日⒆、原審福岡地判昭和




























は給付請求の 1つとして把握できる。㋺東京地判平成 22 年 7 月 30 日、㋩東
京女法学　第 13 号34





































































































そのように解した裁判例もある（㋺東京地判平成 22 年 7 月 30 日、㋩東京地

































確認の利益を肯定したものとして、㋑東京地判平成 18 年 9 月 12 日、㋥東

















































付訴訟）を適法として」いるとして、福岡高判昭和 52 年 11 月 8 日55、大阪
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地判平成 18 年 9 月 12 日、㋺東京地判平成 22 年 7 月 30 日、㋩東京地判平成
22 年 12 月 10 日）。
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とに本件助成金の支給請求をして本件助成金
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